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Ⅰ　令和４年度予算の概要

１．予算編成について

２．予算規模

（前年度比）7億8,500万円 ＋6.0%

（前年度比）△5,262万8千円 △0.8%

（前年度比）△2億653万3千円 △2.1%

（前年度比）5億2,583万9千円 ＋1.8%

　本町では、令和３年度からスタートした第２次周防大島町総合計画で将来像に掲げ
た「人と自然が響きあう笑顔あふれる安心のまち周防大島」の実現に向けて、長期的
な視点に立った町政運営を進めています。
　令和４年度予算については、厳しい財政状況で且つコロナ禍の中ではありますが、
行財政改革にも取り組みつつ、必要な継続事業と新規事業の選択と集中により、総合
計画の三つの基本目標「自然と共生した快適で活力あるまちづくり」、「人が元気で
活躍するまちづくり」、「安全・安心で思いやりに満ちたまちづくり」の実現に向け
た施策を着実に進めるための予算を編成しました。
　なお、国の地方創生臨時交付金については当初予算で一部充当していますが、更な
る活用を検討し、今後早い時期に対応していく予定です。
　また、市町再編交付金交付終了後の新たな交付金を活用した事業については、詳細
な内容が明らかになり次第、適切に対応していきます。

一般会計 　　138億8,000万円

特別会計
（４会計）

　　65億7,971万3千円

企業会計
（3会計）

94億7,024万9千円

合計 299億2,996万2千円

【一般会計の主な増減要因】

〔歳入〕
　国の資料から見込んだ地方交付税の増額や、事業費の増加に伴う財源
（国庫補助金・県補助金・町債）の増加により、増額となりました。

〔歳出〕
　農山漁村振興対策事業、海域保全管理事業、学校施設改修、定住促進
住宅建設事業などの増加により増額となりました。
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Ⅱ　予算総括表

会　  　計　  　名 令和４年度 令和３年度 増減 増減率

一 般 会 計 13,880,000 13,095,000 785,000 6.0

国 民 健 康 保 険 事 業 特 別 会 計 2,712,501 2,773,473 △ 60,972 △ 2.2

後期高齢者医療事業特別会計 464,029 459,287 4,742 1.0

介 護 保 険 事 業 特 別 会 計 3,292,225 3,315,319 △ 23,094 △ 0.7

渡 船 事 業 特 別 会 計 110,958 84,262 26,696 31.7

特別会計小計 6,579,713 6,632,341 △ 52,628 △ 0.8

合　　　　　　　　　　計 20,459,713 19,727,341 732,372 3.7

水 道 事 業 特 別 会 計 令和４年度 令和３年度 増減 増減率

収　益　的　収　入 866,802 850,709 16,093 1.9

支　出 839,731 837,036 2,695 0.3

資　本　的　収　入 35,000 35,000 0 0.0

支　出 232,543 220,691 11,852 5.4

下 水 道 事 業 特 別 会 計 令和４年度 令和３年度 増減 増減率

収　益　的　収　入 1,081,078 1,101,596 △ 20,518 △ 1.9

支　出 950,479 977,514 △ 27,035 △ 2.8

資　本　的　収　入 1,305,650 1,474,496 △ 168,846 △ 11.5

支　出 1,581,458 1,762,848 △ 181,390 △ 10.3

病 院 事 業 特 別 会 計 令和４年度 令和３年度 増減 増減率

収　益　的　収　入 4,948,735 4,993,639 △ 44,904 △ 0.9

支　出 4,948,717 4,993,542 △ 44,825 △ 0.9

資　本　的　収　入 104,700 63,981 40,719 63.6

支　出 917,321 885,151 32,170 3.6

　　　

（単位：千円、％）
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Ⅲ　一般会計予算

１　歳入

当初予算額 構成比 当初予算額 構成比 増減額 増減率

1. 町 税 1,268,395 9.1 1,267,413 9.7 982 0.1

2. 地 方 譲 与 税 112,431 0.8 108,744 0.8 3,687 3.4

3. 利 子 割 交 付 金 1,300 0.0 1,600 0.0 △ 300 △ 18.8

4. 配 当 割 交 付 金 2,500 0.0 2,500 0.0 0 0.0

5.
株 式 等 譲 渡 所 得 割
交 付 金

7,000 0.1 4,900 0.0 2,100 42.9

6. 法 人 事 業 税 交 付 金 17,979 0.1 8,565 0.1 9,414 109.9

7. 地 方 消 費 税 交 付 金 325,000 2.3 316,000 2.4 9,000 2.8

8. 環 境 性 能 割 交 付 金 15,000 0.1 10,000 0.1 5,000 50.0

9. 地 方 特 例 交 付 金 4,801 0.0 18,600 0.1 △ 13,799 △ 74.2

10. 地 方 交 付 税 7,350,000 53.0 6,979,000 53.3 371,000 5.3

11.
交 通 安 全 対 策 特 別
交 付 金

2,000 0.0 2,000 0.0 0 0.0

12. 分 担 金 及 び 負 担 金 42,939 0.3 37,218 0.3 5,721 15.4

13. 使 用 料 及 び 手 数 料 182,663 1.3 187,642 1.4 △ 4,979 △ 2.7

14. 国 庫 支 出 金 1,181,887 8.5 1,094,894 8.4 86,993 7.9

15. 県 支 出 金 1,052,016 7.6 922,962 7.0 129,054 14.0

16. 財 産 収 入 11,464 0.1 11,872 0.1 △ 408 △ 3.4

17. 寄 附 金 23,203 0.2 16,703 0.1 6,500 38.9

18. 繰 入 金 608,870 4.4 597,856 4.6 11,014 1.8

19. 繰 越 金 10,000 0.1 10,000 0.1 0 0.0

20. 諸 収 入 280,652 2.0 191,331 1.5 89,321 46.7

21. 町 債 1,379,900 9.9 1,305,200 10.0 74,700 5.7

うち臨時財政対策債 107,000 0.8 379,000 2.9 △ 272,000 △ 71.8

13,880,000 100.0 13,095,000 100.0 785,000 6.0

注）表中に用いた構成比は四捨五入しているため合計と一致しない場合があります。

（単位：千円、％）

令和４年度 令和３年度 比較

合　　　　計

款
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　一般財源と特定財源

当初予算額 構成比 当初予算額 構成比 増減額 増減率

町 税 1,268,395 9.1 1,267,413 9.7 982 0.1

地 方 交 付 税 7,350,000 53.0 6,979,000 53.3 371,000 5.3

町 債
（ 臨 時 財 政 対 策 債 ）

107,000 0.8 379,000 2.9 △ 272,000 △ 71.8

そ の 他 962,062 6.9 881,912 6.7 80,150 9.1

計 9,687,457 69.8 9,507,325 72.6 180,132 1.9

国 庫 支 出 金 1,181,887 8.5 1,094,894 8.4 86,993 7.9

県 支 出 金 1,052,016 7.6 922,962 7.0 129,054 14.0

町 債 1,272,900 9.2 926,200 7.1 346,700 37.4

そ の 他 685,740 4.9 643,619 4.9 42,121 6.5

計 4,192,543 30.2 3,587,675 27.4 604,868 16.9

13,880,000 100.0 13,095,000 100.0 785,000 6.0

自主財源と依存財源

当初予算額 構成比 当初予算額 構成比 増減額 増減率

町 税 1,268,395 9.1 1,267,413 9.7 982 0.1

そ の 他 1,159,791 8.4 1,052,622 8.0 107,169 10.2

計 2,428,186 17.5 2,320,035 17.7 108,151 4.7

地 方 特 例 交 付 金 4,801 0.0 18,600 0.1 △ 13,799 △ 74.2

地 方 交 付 税 7,350,000 53.0 6,979,000 53.3 371,000 5.3

国 庫 支 出 金 1,181,887 8.5 1,094,894 8.4 86,993 7.9

県 支 出 金 1,052,016 7.6 922,962 7.0 129,054 14.0

町 債 1,379,900 9.9 1,305,200 10.0 74,700 5.7

そ の 他 483,210 3.5 454,309 3.5 28,901 6.4

計 11,451,814 82.5 10,774,965 82.3 676,849 6.3

13,880,000 100.0 13,095,000 100.0 785,000 6.0

注）表中に用いた構成比は四捨五入しているため合計と一致しない場合があります。

２　歳入(性質別)

（単位：千円、％）

令和４年度 令和３年度 比較

総　　　　計

（単位：千円、％）

令和４年度 令和３年度 比較

総　　　　計

区　　　　分

一

般

財

源

特

定

財

源

区　　　　分

自

主

財

源

　自主財源の「その他」は、分担金及び負担金、使用料及び手数料、財産収入、寄附金、繰入
金、繰越金及び諸収入

　依存財源の「その他」は、地方譲与税、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付
金、法人事業税交付金、地方消費税交付金、環境性能割交付金及び交通安全対策特別交付金

依

存

財

源
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当初予算額 構成比 当初予算額 構成比 増減額 増減率

1. 議 会 費 90,840 0.7 96,044 0.7 △ 5,204 △ 5.4

2. 総 務 費 1,658,668 12.0 1,520,604 11.6 138,064 9.1

3. 民 生 費 2,492,165 18.0 2,497,182 19.1 △ 5,017 △ 0.2

4. 衛 生 費 800,884 5.8 747,873 5.7 53,011 7.1

5. 農 林 水 産 業 費 1,103,327 7.9 758,439 5.8 344,888 45.5

6. 商 工 費 538,482 3.9 483,465 3.7 55,017 11.4

7. 土 木 費 534,506 3.9 470,978 3.6 63,528 13.5

8. 消 防 費 499,846 3.6 475,696 3.6 24,150 5.1

9. 教 育 費 960,177 6.9 824,579 6.3 135,598 16.4

10. 災 害 復 旧 費 75,730 0.5 9,540 0.1 66,190 693.8

11. 公 債 費 1,777,080 12.8 1,827,488 14.0 △ 50,408 △ 2.8

12. 諸 支 出 金 3,318,295 23.9 3,353,112 25.6 △ 34,817 △ 1.0

13. 予 備 費 30,000 0.2 30,000 0.2 0 0.0

13,880,000 100.0 13,095,000 100.0 785,000 6.0

注）表中に用いた構成比は四捨五入しているため合計と一致しない場合があります。

３　歳出(目的別)
（単位：千円、％）

令和４年度 令和３年度 比較

合　　　　計

款
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当初予算額 構成比 当初予算額 構成比 増減額 増減率

人 件 費 1,720,071 12.4 1,758,225 13.4 △ 38,154 △ 2.2

公 債 費 1,777,080 12.8 1,827,488 14.0 △ 50,408 △ 2.8

扶 助 費 1,710,974 12.3 1,713,370 13.1 △ 2,396 △ 0.1

計 5,208,125 37.5 5,299,083 40.5 △ 90,958 △ 1.7

普 通 建 設 事 業 費 1,675,026 12.1 906,154 6.9 768,872 84.9

災 害 復 旧 事 業 費 75,730 0.5 9,540 0.1 66,190 693.8

計 1,750,756 12.6 915,694 7.0 835,062 91.2

物 件 費 2,178,833 15.7 2,154,967 16.5 23,866 1.1

維 持 補 修 費 7,600 0.1 7,600 0.1 0 0.0

補 助 費 等 3,176,983 22.9 3,192,035 24.4 △ 15,052 △ 0.5

積 立 金 28,314 0.2 83,782 0.6 △ 55,468 △ 66.2

投 資 ・ 出 資 金 100,000 0.7 0 0.0 100,000 皆増

貸 付 金 1,334 0.0 1,334 0.0 0 0.0

繰 出 金 1,398,055 10.1 1,410,505 10.8 △ 12,450 △ 0.9

予 備 費 30,000 0.2 30,000 0.2 0 0.0

計 6,921,119 49.9 6,880,223 52.6 40,896 0.6

13,880,000 100.0 13,095,000 100.0 785,000 6.0

注）表中に用いた構成比は四捨五入しているため合計と一致しない場合があります。

４　歳出(性質別)
（単位：千円、％）

令和４年度 令和３年度 比較

合　　　　計

義
務
的
経
費

投
資
的
経
費

そ

の

他
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Ⅳ　地方債残高の状況

令 和 ４ 年 度 中
起 債 見 込 額

令 和 ４ 年 度 中
償 還 見 込 額

15,706,335 1,379,900 1,704,389 15,381,846 △ 324,489

6,801 12,900 688 19,013 12,212

1,728,845 35,000 197,287 1,566,558 △ 162,287

6,661,904 808,100 311,282 7,158,722 496,818

6,097,118 104,700 804,008 5,397,810 △ 699,308

14,494,668 960,700 1,313,265 14,142,103 △ 352,565

30,201,003 2,340,600 3,017,654 29,523,949 △ 677,054

　　プライマリーバランス

令 和 ４ 年 度
償 還 元 金

令 和 ４ 年 度
利 息

令 和 ４ 年 度
公 債 費

令 和 ４ 年 度
起 債 見 込 額

プ ラ イ マ リ ー
バ ラ ン ス

（A) （B) （C)=(A)+(B) （D) （C)-(D)

1,704,389 72,691 1,777,080 1,379,900 397,180

688 4 692 12,900 △ 12,208

197,287 25,692 222,979 35,000 187,979

311,282 48,070 359,352 808,100 △ 448,748

804,008 79,092 883,100 104,700 778,400

1,313,265 152,858 1,466,123 960,700 505,423

3,017,654 225,549 3,243,203 2,340,600 902,603

（単位：千円）
令和４年度中増減見込額

一 般 会 計

渡 船 事 業
特 別 会 計

水 道 事 業
特 別 会 計

下 水 道 事 業
特 別 会 計

病 院 事 業
特 別 会 計

特別会計小計

合　　　　　　　計

（単位：千円）

一 般 会 計

渡 船 事 業
特 別 会 計

水 道 事 業
特 別 会 計

下 水 道 事 業
特 別 会 計

病 院 事 業
特 別 会 計

特別会計小計

合　　　　　　　計

令 和 ３ 年 度 末
現 在 高 見 込 額

令 和 ４ 年 度 末
現 在 高 見 込 額

増　　減
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Ⅴ　基金の状況

令和４年度中
積 立 見 込 額

令和４年度中
取 崩 見 込 額

6,374,604 1,168 464,051 5,911,721 △ 462,883

611,546 102 611,648 102

3,000 3,000 0

10,013 2 10,015 2

255,872 52 14,208 241,716 △ 14,156

151,023 22 38,056 112,989 △ 38,034

270,911 15 270,926 15

31,131 31,131 0

106,020 32 16,762 89,290 △ 16,730

52,233 28 11,929 40,332 △ 11,901

53,080 20 10,746 42,354 △ 10,726

153,957 23,021 15,781 161,197 7,240

17,751 10 1,400 16,361 △ 1,390

29,710 19 8,158 21,571 △ 8,139

32,461 7 4,500 27,968 △ 4,493

1,001,161 301 23,279 978,183 △ 22,978

9,747 3,530 13,277 3,530

9,164,220 28,329 608,870 8,583,679 △ 580,541

402,372 63 402,435 63

207,645 35 68,367 139,313 △ 68,332

610,017 98 68,367 541,748 △ 68,269

9,774,237 28,427 677,237 9,125,427 △ 648,810

（単位：千円）

令和４年度中増減見込額

財 政 調 整 基 金

減 債 基 金

県 収 入 証 紙
購 入 基 金
奨 学 資 金
貸 付 基 金

福 祉 振 興 基 金

まち・ひと・しごと
創 生 基 金

土 地 開 発 基 金

中山間ふるさと・水と
土 保 全 対 策 基 金
ち び っ 子 医 療 費
助 成 事 業 基 金
観 光 振 興 事 業
助 成 基 金
福祉医療費一部負担金
助 成 事 業 基 金

ふ る さ と 応 援 基 金

CATV 加 入 促 進
事 業 基 金
外 国 語 活 動 推 進
事 業 基 金
周 防 大 島 高 等 学 校
通学支援費給付基金

合 併 地 域 振 興 基 金

森 林 環 境 整 備 基 金

一般会計小計

国 民 健 康 保 険 基 金

介護給付費準備基金

特別会計小計

合　　　　計

令和３年度末
現在高見込額

令和４年度末
現在高見込額

増減
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Ⅵ　地方消費税交付金（社会保障財源化分）を充当する社会保障事業

【歳入】市町村交付金（社会保障財源化分）　 千円

【歳出】社会保障経費その他に要する経費 千円

（単位：千円）

国・県
支出金

地方債 その他
社会保障財
源化分の町

交付金
その他

社会福祉

　福祉医療事業 117,679 41,682 34,312 14,268 27,417

　障害者自立支援給付事業 452,532 339,391 38,725 74,416

　老人福祉事業 161,421 41,617 41,007 78,797

　生活保護扶助費 292,440 231,116 284 20,892 40,148

小　　　　計 1,024,072 612,189 0 76,213 114,892 220,778

社会保険

　介護保険特会繰出金 97,770 33,464 64,306

小　　　　計 97,770 0 0 0 33,464 64,306

保健衛生

　救急医療体制事業 15,754 775 5,127 9,852

　健康増進事業 2,501 1,601 186 244 470

　検診事業 29,059 206 77 9,849 18,927

　予防接種事業 41,069 824 150 13,724 26,371

小　　　　計 88,383 2,631 0 1,188 28,944 55,620

合　　　　計 1,210,225 614,820 0 77,401 177,300 340,704

177,300

1,210,225

財　　源　　内　　訳

特　定　財　源 一　般　財　源
事　　業　　名 経　費
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Ⅶ　主要事業

○ 事業承継者支援事業　　6,000千円

　＜農林課：R4農林水産課・水産課：R4農林水産課・商工観光課＞

（農業振興対策一般経費　P163、水産振興対策事業　P184、商工振興事業　P191）

商工業者・農業者・漁業者の円滑な事業承継の促進を目的に、承継者に対して

20万円の支援を行います。

○ ため池調査業務　　　　3,260千円　＜農林課：R4施設整備課＞
（ため池等管理経費　P173）

ため池届出書未提出のため池について、現地確認及び近隣聞き取り調査を行います。

○ 鳥獣害対策マスタープラン作成業務　3,706千円　＜農林課：R4農林水産課＞
（有害鳥獣捕獲事業　P179）

有害鳥獣による農作物被害や生活被害などへの対策や
捕獲後の再利用など、住民、行政、地域、事業者等がどん
なことに取り組めばよいかを明らかにするため、鳥獣害対
策マスタープランを作成します。

○ 事業拡大支援事業 　　10,000千円　＜商工観光課＞
（地域経済活性化支援事業（新型コロナウイルス対策） P200）

経営革新及び基盤強化の促進に取組む事業者に対し、補助金を交付します。

○ 起業家育成支援事業　　　360千円　＜政策企画課＞

(企画一般経費　P65）

島スクエアの発展型である「起業教育研究センター」が行う人材育成事業を支援

します。

○ 企業誘致対策事業　　　1,318千円　＜政策企画課＞

(企業誘致対策事業　P68）

町内にしごとを創り若年層の定住を促進するため、町内の遊休施設を有効活用する

ことで、企業誘致の推進を行います。

○ スポーツ観光誘致事業　1,436千円　＜商工観光課＞

（観光一般経費　P200）

ロングライド、シマクルにより「サイクルアイランド周防大島」としての知名度を

高め、観光振興と地域経済の活性化に寄与するサイクリングイベントを実施します。

※令和4年度に組織機構の変更を予定しているため、課名を併記しています。

１．自然と共生した快適で活力あるまちづくり

　　産業の振興

≪　新　規　≫

≪　拡　充　≫
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○ 沖家室アウトドアフィールド整備事業　168,968千円　＜農林課：R4施設整備課＞

（農山漁村振興対策事業　P162）

廃校となった旧沖家室中学校の跡地を活用し、オートキャンプ場の整備を行い、

地域の活性化を図ります。

○ 大島農業担い手就農支援事業　　2,160千円　＜農林課：R4農林水産課＞
（担い手総合支援事業　P164）

柑きつを中心として農業への就業を希望する者を大島柑きつ支援員として農協等
に研修を委託し、農業担い手の就農支援を行います。

○ 新規就農者確保事業（経営開始型）　12,750千円　＜農林課：R4農林水産課＞
（担い手総合支援事業　P164）

農業の担い手を確保するための新規就農支援と
して、新規就農者育成に対する総合的な支援を行
うための資金を交付します。

○ ハウス施設導入モデル支援事業　1,000千円　＜農林課：R4農林水産課＞
（特産対策事業　P164）

付加価値の高い品種の推進を図るため、新規就業者等産地拡大促進事業を活用し、
ハウス施設を整備した場合に、その自己負担額の一部を助成します。

○ 大島かんきつ産地継承夢プラン関連事業　1,200千円　＜農林課：R4農林水産課＞
（特産対策事業　P164）

ゆめほっぺなど戦略品目の高品質果実の安定生産を図るため、マルチ被覆・排水
対策、せとみ用袋・苗木への助成を行います。

○ 新規就業者等産地拡大促進事業補助金　18,082千円　＜農林課：R4農林水産課＞
（特産対策事業　P164）

園内作業道、灌水施設、防風・防鳥施設、ハウス施設等の整備に対し助成を行い
ます。

○ ため池ハザードマップ作成事業　　284千円　＜農林課：R4施設整備課＞
（ため池等管理経費　P173）

ため池が決壊する怖れのある場合、または決壊した場合に迅速かつ安全に避難する
ため、ため池ハザードマップを作成します。

○ 多面的機能支払事業補助金　　　3,725千円　＜農林課：R4農林水産課＞
（多面的機能支払事業　P173）

農業の多面的機能の維持・発揮を図るための地域の共同活動に係る支援を行い、
地域資源の基礎的な保全活動や農村環境保全活動を後押しします。

○ 鳥獣被害防止施設等整備事業　 10,000千円　＜農林課：R4農林水産課＞
（有害鳥獣捕獲事業　P179）

有害鳥獣による農作物等の被害を防止するために設置する防護柵等の設置に
対して助成を行います。

≪　継　続　≫
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○ 有害鳥獣捕獲事業　　　　23,927千円　＜農林課：R4農林水産課＞
（有害鳥獣捕獲事業　P179）

イノシシ、タヌキ、カラスなどの有害鳥獣の捕獲を行います。また、有害鳥獣
パトロール隊が町内全域を定期的にパトロールして、被害状況、出没地点等の
調査・確認を行い、猟友会と連携して効果的な有害鳥獣対策へ結びつけます。

○ 地家室園地整備事業　　 276,003千円　＜農林課：R4農林水産課＞

（海域保全管理事業　P180）

地家室園地における拠点施設整備を行い、ニホンアワサンゴ群生地や周辺海域の

保全・活用に取り組みます。

○ 森林経営管理制度調査業務　3,904千円　＜農林課：R4農林水産課＞

（林業振興対策事業　P181）

経営管理が適切に行われていない個人所有の森林（スギ・ヒノキの人工林を町が

森林所有者と林業経営者（森林組合等）)の仲介をし、適正な森林経営を支援、また

は管理をします。

○ 新規漁業就業者確保育成推進事業　10,975千円　＜水産課：R4農林水産課＞
（水産振興対策事業　P184）

漁業研修終了者や漁家子弟の新規漁業就業者に対し、漁業者としての自立時の経営
自立化支援及び、漁船等の購入を援助し、漁業の担い手を育成します。

○ 種苗放流育成事業　11,836千円　＜水産課：R4農林水産課＞

（種苗放流育成事業　P185）

水産資源の保護育成と生産力の増強を目的として、
各地先においてマダイやヒラメ等の稚魚や稚貝の放流
を継続して実施します。

○ 海岸漂着物清掃事業　　　2,311千円　＜水産課：R4農林水産課＞

（漁場清掃事業　P186）

漁場等の環境保全を図るため、漁場等の清掃として、海岸漂着ゴミの除去・処分
を実施します。

○ 漁港漁場機能高度化保全事業　101,200千円　＜水産課：R4施設整備課＞

（漁港施設整備事業　P187）

　町内にある漁港施設の調査・点検結果に基づき、適切な維持補修を実施することに

より、施設の延命化を図るとともに、崩壊等の危険を回避します。

○ 広島送客誘発型広報事業　1,913千円　 ＜商工観光課＞

（観光一般経費　P200）

最大の商圏である広島に対し周防大島町の魅力を発信し、観光客の誘致を図ります。

○ 体験交流型観光推進事業　4,844千円　＜商工観光課＞

（体験交流型観光推進事業　P202）

体験型教育旅行の誘致や受入を推進し、交流人口の拡大や地域の活性化を図ります。
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○ ゆめはな開花プロジェクト推進事業　5,900千円

＜商工観光課・農林課：R4農林水産課＞

（ゆめはな開花プロジェクト推進事業　P206）

新しい観光資源として、大島連山の遊歩道を活用した

ウォーキングイベントや自然や史跡の名所・旧跡にスポ

ットを当てたエコツアーを実施します。

○ 行政証明書交付サービス　　　　8,169千円　＜大島総合支所＞

(総合支所経費（新型コロナウイルス対策）　P83）

大島総合支所に住民票等が発行できるキオスク端末を設置します。

〇 事業再評価業務（県代行事業）　6,149千円　＜下水道課＞

（下水道事業特別会計）

公共下水道事業の費用効果分析による県代行事業の再評価資料を作成します。

○ 地域ねこ活動等推進事業　　　639千円　＜生活衛生課＞

（地域ねこ活動等推進事業　P148）

野良猫への無秩序な餌やりなどに起因する公衆衛生の

悪化を抑制するため、飼い主のいない猫の適正管理を推進

する活動等を行う地域・団体に対して支援します。

○ 空家対策ローン利子補給事業　191千円　＜政策企画課：R4空家定住対策課＞

(空家対策事業　P70）

空家の解体等に係る経費で、所有者等が金融機関による空家対策ローンを借り入れ

た場合、利息（保証料を含む）を補てんします。

○ 合併浄化槽設置整備事業　 10,495千円　＜下水道課＞

（合併浄化槽設置事業　P148）

下水道処理計画区域外における合併浄化槽の設置整備を支援し、町の補助を上乗せ

することにより、下水道集合処理との個人負担の格差是正と汚水処理人口普及率の増

加を図ります。

○ 水道料金収納業務等包括業務委託事業　33,231千円　＜水道課＞

（水道事業特別会計）

上下水道事業の運営の効率化・管理の集約化を目的として、料金請求・収納、

メーター検針業務等の窓口業務全般の包括委託を行います。

　生活環境の整備

≪　新　規　≫

≪　継　続　≫

≪　拡　充　≫
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○ クラウド型水道監視システム更新事業　30,096千円　＜水道課＞

（水道事業特別会計）

監視データをインターネット上に保存し、庁舎内のパソコンや職員のスマート

フォンなどから監視する形態に更新し、施設異常への迅速な対応と維持管理の効

率化を図ります。

○ 久賀・大島地区公共下水道事業　695,640千円　＜下水道課＞

（下水道事業特別会計）

用水路や公共水域の水質保全、快適な生活環境の保全及び定住促進を図るため、

久賀・大島地区において公共下水道整備を行います。

○ 東和片添地区公共下水道事業　　291,610千円　＜下水道課＞

（下水道事業特別会計）

用水路や公共水域の水質保全、快適な生活環境の保全及び定住促進を図るため、

三ケ浦地区の公共下水道整備に係る測量設計及び管路工事を行います。

○ 公共下水道施設機能保全事業(ｽﾄｯｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ事業)　205,766千円　＜下水道課＞

（下水道事業特別会計）

公共下水道施設の耐震化・長寿命化計画等に基づき、安下庄浄化センター及び東和

片添浄化センターの施設更新工事を行い機能強化を図ります。

○ 漁業集落環境整備事業　48,180千円　＜下水道課＞

（下水道事業特別会計）

漁業集落排水処理施設の機能保全計画等に基づき、浮島浄化センターの施設更新を

行い機能強化を図ります。

○ Wi-Fi環境整備事業　681千円　＜政策企画課＞

(地域情報通信基盤整備推進事業　P61）

新たに公共施設３ヶ所にWi-Fiの環境を整備します。

・大島文化センター

・東和総合センター

・橘総合センター

○ 前島航路旅客船建造事業　　 6,325千円　＜政策企画課＞

(前島航路運航経費　渡船事業特別会計P138）

老朽化が著しい久賀～前島航路旅客船の新船建造に係る調査・設計を行います。

○ 情島浮桟橋連絡橋改修事業　12,990千円　＜政策企画課＞

(情島航路運航経費　渡船事業特別会計P141）

情島港の浮桟橋連絡橋を改修します。

　都市基盤の整備

≪　新　規　≫
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○ 院内Wi-Fi環境整備事業　4,433千円　＜病院事業局＞

(病院事業特別会計）

患者サービスの充実と利便性向上のため、東和病院・大島病院にWi-Fiの環境を

整備します。

○ 道路新設改良事業　　163,442千円　＜建設課：R4施設整備課＞

（道路新設改良事業　P209）

防災対策に視点をおいた道路改良事業等を行うと共に、橋りょう補修を実施する

ことにより橋りょうの長寿命化を図ります。

○ 空家等実態調査　7,700千円　＜政策企画課：R4空家定住対策課＞

(空家対策事業　P70）

空家等の適切な管理及び有効活用の促進を図る基礎資料と

するため、空家等の実態調査を実施します。

○ 東京圏移住支援事業　　　1,600千円　＜政策企画課：R4空家定住対策課＞

(定住対策事業　P68）

東京圏に在住の方を対象とし、町内へ移住かつ県に登録された企業へ就職した方や

県の創業支援金を受けた方に支援金を交付します。

○ 空家リフォーム助成事業　2,750千円　＜政策企画課：R4空家定住対策課＞

(空家対策事業　P70）

空家バンクへの登録を条件に、移住・定住者向けの空家のリフォーム（DIYに

よるリフォームを含む）や家財処分費用の助成を行い、定住の促進を図ります。

○ 地域おこし協力隊事業　20,015千円
　＜政策企画課：R4空家定住対策課・政策企画課・農林課：R4農林水産課・水産課：R4農林水産課・商工観光課＞

（地域おこし協力隊経費　P87・P88・P90・P91・P92）

地域力の維持強化を図るため、地域社会の新たな担い手として受け入れた地域お

こし協力隊員の活動を支援します。また、インターン制度による募集も行います。

○ 婚活サポート事業　104千円　＜政策企画課＞

(企画一般経費　P65）

男女の出会いの場づくりを積極的に行うため、柳井広域圏での婚活イベントを実施

し、出会いの場の提供を行います。

　定住の促進

≪　拡　充　≫

≪　継　続　≫

≪　継　続　≫

≪　新　規　≫
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○ 定住対策事業　5,894千円　＜政策企画課：R4空家定住対策課＞

(定住対策事業　P68）

町内移住希望者へ「住」及び「職」情報の提供・発信並びに仮住まいにより魅力を

体験してもらう「お試し暮らし」や「体験ツアー」を行い、移住希望者の定住を支援

します。

○ 若者定住促進住宅建設事業　　37,729千円　＜生活衛生課＞

（若者定住促進住宅建設事業　P71）

子育てを行う若者の定住を促進するため、大島地区へ第３期分４戸の

住宅を建設するための実施設計及び造成工事を行います。

○ 浮島定住促進住宅建設事業　120,598千円　＜生活衛生課＞

（定住促進住宅建設事業　P71）

浮島地区へ定住促進住宅を４戸建設します。

○ 集落支援員事業　3,949千円　＜政策企画課：R4空家定住対策課＞

(集落支援員経費  P93)

地域の実情に詳しく、集落対策の推進に関してノウハウ・知見を有した人材を

集落支援員として受け入れて、その活動を支援します。

○ 小学校の統合　　120,349千円　＜教育委員会総務課＞

(学校統合経費　P231)

令和５年４月の森野小学校と城山小学校の統合に向け、

旧東和中学校の校舎等の改修等を行います。

また、閉校式を実施するとともに、開校に向けた準備を

進めます。

○ スクールバス購入　 7,700千円　＜教育委員会総務課＞

(スクールバス管理運営経費　P232)

令和５年４月の小学校統合で必要となるスクールバスの新ルートに対応するため、

小型バスを1台購入します。

○ 小中学校生理用品設置　92千円　＜各小学校・各中学校＞

(各小中学校の管理運営経費　P238他)

新型コロナウイルスの影響による「生理の貧困」問題へ対応、生徒の健全育成の

ため、生理用品（ナプキン）を小中学校のトイレに設置します。

２．人が元気で活躍するまちづくり

　学　校　教　育

≪　新　規　≫
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○ 離島高校生修学支援費補助金　　　　723千円　＜政策企画課＞
(離島振興事業費　P66）

離島に住む高校生の通学費や居住費の一部を助成します。

○ 周防大島高等学校通学支援費給付　4,500千円　＜教育委員会総務課＞
(教育総務一般経費　P224)

周防大島高等学校に在学する生徒の通学費の一部について、生徒の保護者に対し
給付金を交付します。

○ 適応指導教室　　2,904千円　＜学校教育課＞
(適応指導教室事業　P229)

様々な事情で学校に登校できない児童生徒を学校以外の施設（アロハ教室）で一時
的に受け入れるとともに、相談活動を実施し、登校に向けた支援をします。

○ スクールソーシャルワーカー派遣　1,056千円　＜学校教育課＞
(ＳＳＷ派遣事業　P229)

社会福祉等の専門的な知識や技術を有するスクールソーシャルワーカーを活用する
ことにより、学校外の関係機関との連携を一層強化し、問題を抱えた児童生徒と家庭
を支援しながら課題解決への協働のシステムを構築するとともに、児童生徒が安心し
て学校生活を送ることができるように支援します。

○ 読書活動推進事業　　  2,107千円　＜学校教育課＞

(読書活動推進事業　P230)
町内全ての小中学校に読書活動推進員を配置し、読書の指導や読み聞かせ、図書の

整理等を行います。

○ ＩＣＴ教育推進事業　11,872千円　＜学校教育課＞

(ICT教育推進事業　P230)

(ICT教育推進事業(新型コロナウイルス対策)　P235)

学習においてＩＣＴを効果的に活用するため、ＩＣＴ支援員

を配置するなど、児童生徒が主体的に学習する「新たな学び」を
創造するための整備を継続して行います。

○ 部活動指導員配置　　　1,433千円　＜学校教育課＞

(部活動指導員配置事業　P230)

専門的な指導や、大会への引率等を行うことなどを職務とする「部活動指導員」を

派遣することで部活動の指導体制の充実を促進し、担当教員の負担軽減を図ります。

○ 漢字検定等受検支援　　2,430千円　＜学校教育課＞

(検定支援事業　P231)

小中学校の児童生徒に基礎的・基本的な学習内容の定着を図り、学ぶ意欲や向上心

を育てるため、漢検・数検・英検を学校で受検する機会を提供します。

○ 外国青年英語指導　　　9,281千円　＜学校教育課＞
(外国青年英語指導事業　P232)

基金を活用し、ALT（外国語指導助手）を配置することにより、町内小中学生を
対象に、英語によるコミュニケーション能力育成に取り組みます。

≪　継　続　≫
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○ 英語教育推進事業　　　　862千円　＜学校教育課＞

(英語教育推進事業　P233)
町内の中学生及び高校生を対象としたイングリッシュキャンプに加えて、小学生を

対象としたイングリッシュデイキャンプも実施します。
また、小学校の低学年からの英会話学習等を実施します。

○ デジタル活用支援事業　396千円　＜政策企画課＞
(DX推進事業　P85）

町民の方を対象にスマートフォン教室を開催します。

○ 教育支援活動促進　　2,150千円　＜社会教育課＞
(教育支援活動促進事業　P257)

地域全体で子供たちの学びや成長を支えるとともに「学校を核とした地域づくり」
を目指して、地域による学校支援、放課後子供教室、家庭教育支援活動などの地域学
校協働活動を実施します。

○ 二十歳の集い等の開催　831千円　＜社会教育課＞
(二十歳の集い事業　P257)

今年度二十歳を迎える方の新たな門出を祝福、激励するため、「二十歳の集い」を
実施します。

また、成人式が中止となった令和２年度成人者を対象とした「集い」も開催します。

○ 青少年健全育成関係団体への活動助成　1,071千円　＜社会教育課＞
(青少年健全育成関係団体補助事業　P257)

青少年の健全育成に関わる団体活動について、補助金を交付します。

〇 生涯学習講座事業　1,948千円　＜社会教育課＞
(生涯学習講座事業　P259)

多様化・高度化・国際化する学習ニーズに応じた特色ある生涯活動の推進を図り
ます。

○ 人権教育推進事業　1,129千円　＜社会教育課＞
(人権教育推進事業　P258)

一人ひとりの人権が大切にされる町づくりをめざし、
町人権教育推進大会や人権学習講座並びに町内を巡回し
て行う出前講座研修などを実施します。

　生　涯　学　習

人権・男女共同参画
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○ 大島一周駅伝・周防大島リレーマラソン大会　1,960千円　＜社会教育課＞

(大島一周駅伝・周防大島リレーマラソン事業　P279)

大島一周駅伝競走大会・中学校男子大島駅伝競走大会・女子大島駅伝競走大会に

ついては、「大島一周駅伝競走大会・周防大島リレーマラソン」に名称を変更し、

コース変更等内容についても一部改めて開催します。

○ 文化振興事業補助金　　　1,000千円　＜社会教育課＞
(ふるさと文化推進事業　P258)

文化活動による町づくりを行う事業を公募し、支援します。

○ 各種スポーツ大会の開催　7,470千円　＜社会教育課＞

(大島郡体育協会運営経費　P277)

大島郡水泳大会、郡陸上競技大会、郡バレーボール大会、郡グランド

ゴルフ大会等、各種スポーツ大会等の運営や開催補助をします。

また、スポーツ少年団活動を支援します。

○ ビーチバレー大会の開催　1,182千円　＜社会教育課＞

(サザンレク片添ビーチバレー大会事業　P278)

片添ヶ浜海水浴場の砂浜を舞台に、ビーチバレー大会を開催します。

○ ロードレース大会の開催 12,722千円　＜社会教育課＞

(サザン・セト大島ロードレース大会事業　P280)

日本陸連公認大会のロードレース大会を開催します。

周防大島町陸上競技場から逗子折返し地点までの海沿いコースを、ハーフマラソン、

10km、5km、2km(ファミリー)コース等、10部編成で実施します。

○ 少年サッカー大会の開催　2,829千円　＜社会教育課＞

(サザン・セト大島少年サッカー大会事業　P281)

人工芝コートを中心とする周防大島町陸上競技場や長浦海浜スクエア等を会場とし、

中国地方を主とするチームにより開催します。

○ 有識者意見交換会　222千円　＜政策企画課＞

(広報広聴事業費 　P59)

町が抱える課題について様々な立場の皆さまから幅広く意見をいただき、町政運営

に反映します。

　文化・スポーツ

　交　　流　　
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○ 山口県大島郡国際文化協会出捐金　100,000千円　＜政策企画課＞

(企画一般経費　P65)

公益財団法人から一般財団法人へ移行する山口県大島郡国際文化協会へ出捐し、

更なる国際交流の推進を図ります。

○ 国際交流支援事業　　2,740千円　＜学校教育課＞
(国際交流支援事業　P230)

国際交流支援員を１名雇用し、町内の二つの中学校に

派遣し、英会話等を通した場の提供を行い、英会話への

関心と異文化との交流を推進します。

○ ワンテーマディスカッション　　　63千円　＜政策企画課＞

(広報広聴事業費  P59)

町民が積極的に町政運営に参画する仕組みとして、自由な雰囲気の中でひざを交え

て話し合いを行い、町民の「声」を聴く意見交換会を実施します。

○ 大学等連携地域活性化事業補助金 600千円　＜政策企画課：R4空家定住対策課＞

(定住対策事業  P68)

大学等が教育活動の一つとして町と連携して行う地域活性化に資する実践活動や

地域活動を支援するとともに、継続的に地域に関わっていく若者や関係人口の創出

を図ります。

○ 地域づくり活動支援　1,415千円　＜政策企画課＞

(地域づくり推進事業  P86)

活力と魅力ある町づくりの推進を目的に、地域づくりのための事業を公募し、支援

します。

○ 語学留学生派遣　　　7,364千円　＜教育委員会総務課＞

(語学留学生派遣事業　P227)

英会話や異文化理解への更なる関心を助長し次世代の人材育成を推進するため、

山口大学等と連携し、姉妹島であるハワイ州カウアイ島へ高校生を派遣します。

語学の学習だけでなく、現地の高校生や日系の方々との体験交流を通じ、英語に

よるコミュニケーション能力の向上を目指します。

≪　継　続　≫
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○ 子育て支援アプリ情報配信サービス事業　374千円　＜健康増進課＞

（子育て世代包括支援センター事業　P139）

スマートフォンで、妊娠中の記録・乳幼児健診等の子どもの成長記録や予防接種の

スケジュールが管理できたり、妊娠・出産・子育てに関する情報を受ける事のできる、

子育て支援アプリ情報配信サービスを実施します。

○ 新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業　11,655千円　＜健康増進課＞
（新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業　P145）

令和３年１２月１日から開始された、新型コロナウイルスワクチン接種（３回目）
の円滑な実施を図るための体制を整備します。

○ 新型コロナウイルスワクチン接種対策事業　　　31,609千円　＜健康増進課＞
（新型コロナウイルスワクチン接種対策費　P146）

令和３年１２月１日から開始した、新型コロナウイルスワクチン接種（３回目）
を行います。

○ 歯周疾患検診事業　　　　307千円　＜健康増進課＞
（保健総務一般経費　P135、 健康増進事業　P143）

歯周病及びその原因である歯周病細菌が、心臓病や肺炎など、全身の疾患につな
がる恐れがあることから、４０歳以上の方を対象に歯周病検診に係る費用を助成し、
歯周病予防を推進します。

○ 健康増進計画推進事業　1,509千円　＜健康増進課＞
（健康増進計画推進事業　P137）
　生活習慣の改善・運動習慣の定着等に向けて、食塩摂取量の実態調査や減塩料理
教室、運動・体力測定教室等を実施します。

また、地域・職域との連携を深め、若い世代からの健康づくりを推進します。

○ 救急安心センター事業（＃7119）　381千円　＜健康増進課＞

（救急医療体制事業　P140）

急な病気やけがをしたとき、救急車を呼ぶべきか迷った際の相談窓口として、共通

の短縮ダイヤル（TEL)を使用し、適切な対処方法や医療機関受診の要否等について、

事業を引き続き実施します。

〇 地域外来・検査センター設置運営事業　3,689千円　＜健康増進課＞
（地域外来・検査センター設置運営事業（新型コロナウイルス対策）　P142）

県からの委託を受け、新型コロナウイルス感染症の感染が疑われる方が、迅速かつ
スムーズに検査を受けられるよう、大島郡医師会の協力のもと、かかりつけ医の診断
に基づき検体採取を行う、「地域外来・検査センター」を運営します。

３．安全・安心で思いやりに満ちたまちづくり

コールセンターの専門員からアドバイスを受けることができる救急安心センター

　保　健・医　療
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○ がん検診総合支援事業　　　　　98千円　＜健康増進課＞
（検診事業　P144）

子宮がん検診は２１歳、乳がん検診は４１歳到達者に無料クーポン券を配付し、
検診受診者の支援を行います。

○ 簡易脳ドック検診事業　　　3,814千円　＜健康増進課＞
（検診事業　P144）
　４０歳から６０歳までの５歳刻みの年齢到達者に簡易脳ドック受診費用の一部を
助成します。

○ 子育て支援任意予防接種事業　150千円　＜健康増進課＞　

（予防接種事業　P144）

子どもの健康を守り、保護者が安心して働ける環境を提供するため、おたふく

かぜ予防接種費用の半額を助成します。

○ 風しん予防接種事業＜成人＞　　10千円　＜健康増進課＞

（予防接種事業　P144）
赤ちゃんを先天性風しん症候群から守るため、妊娠予定者、パートナー及び同居

家族に対して抗体検査及びワクチン接種費用の一部を助成します。

○ 風しん追加的対策事業　　　2,233千円　＜健康増進課＞
（予防接種事業　P144）

風しん抗体保有率の低い世代の男性を対象に風しん抗体検査・予防接種を実施し、
風しんの発生及びまん延予防を図ります。

○ 成人用肺炎球菌ワクチン接種事業　1,819千円　＜健康増進課＞　　　
（予防接種事業　P144）

成人用肺炎球菌ワクチンの予防接種に係る費用を一部助成し、実施します。

○ 健診・保健指導事業　　　19,158千円　＜健康増進課＞

（健診・保健指導事業　国民健康保険事業特別会計P56）

国民健康保険被保険者のうち、４０歳以上の方（年度内に当該年齢に到達する方

を含む。）を対象に実施する「特定健診」について、引き続き自己負担金を無料とし、

更なる受診率の向上と生活習慣病有病者・予備軍の減少及び重症化の予防を図ります。

○ 医療機器整備事業　　　108,880千円　＜病院事業局＞

（病院事業特別会計）

安心・安全な医療を提供するため、町立病院などに必要な医療機器等を整備します。

○ 成年後見支援センター運営事業　332千円　＜福祉課＞

（社会福祉総務一般経費　P106）

地域住民に権利擁護を身近に感じてもらい、気になることが

あればすぐに相談ができるよう、普及啓発を行います。

　福　　　祉　　
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○ 生活困窮者自立支援事業（新型コロナウイルス対策）　4,578千円　＜福祉課＞

（生活困窮者自立支援事業（新型コロナウイルス対策）　P113）

新型コロナウイルス感染症の影響により生活に困窮し、緊急小口資金等の特例貸付

けを利用してもなお困窮している世帯に対して、就労による自立を図るため、また、

それが困難な場合には円滑に生活保護の受給につなげるため、「新型コロナウイルス

感染症生活困窮者自立支援金」を給付します。

○ 放課後児童支援員等処遇改善臨時特例事業補助金　1,122千円　＜福祉課＞

（児童クラブ運営事業　P125）

新型コロナウイルス感染症への対応と少子高齢化への対応が重なる最前線で働く

放課後児童支援員等への処遇の改善を行います。

○ 保育士等処遇改善臨時特例事業補助金　7,219千円　＜福祉課＞

（私立保育所運営費　P132）

新型コロナウイルス感染症への対応と少子高齢化への対応が重なる最前線で働く

保育士等への処遇の改善を行います。

○ ちびっ子医療費助成事業　 12,527千円　＜福祉課＞

（ちびっ子医療費助成事業　P108）

小学校６年生までの児童の医療費を全額助成します。

○ 中学生医療費助成事業　　　5,393千円　＜福祉課＞

（中学生医療費助成事業　P109）

中学校３年生までの生徒の医療費を全額助成します。

○ 保育所英語講師派遣事業　　1,680千円　＜福祉課＞

（児童福祉総務一般経費　P124）

幼少期から英語に慣れ親しみコミュニケーション能力を養うために、町内の全て

の保育所を対象に英語学習を実施し、子育てを支援します。

○ 子育て施設等利用給付事業　1,488千円　＜福祉課＞

（子育て施設等利用給付事業　P125）

３歳以上児及び住民税非課税世帯の３歳未満児に対し、保育の必要性の認定を受け

認可外保育施設や一時預かり事業等を利用する場合に、利用料の限度額までの無償化

を行います。

○ 地域子育て支援拠点事業　 22,359千円　＜福祉課＞

（地域子育て支援拠点事業　P126）

子育て支援センターを民間に委託するとともにセンターを３ヶ所設置し、参加

しやすい環境を整え、子育て不安の解消や子どもの健やかな育成を支援します。

≪　継　続　≫

≪　拡　充　≫
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○ 児童手当事業　　99,710千円　＜福祉課＞　　　

（児童手当事業　P128）

中学生修了までの子どもを対象に一人あたり、３歳未満は月額15,000円、

３歳以上は月額10,000円（３歳以上小学校修了までの第３子以降は、15,000円）、

所得制限以上の者は月額5,000円を支給します。

○ 保育所完全無償化事業　3８,600千円　＜福祉課＞

（久美保育所運営経費　P130・私立保育所運営経費　P132）

町内に住所を有し、且つ町内の保育所を利用する世帯の児童に対し、保育料の

無償化を行い、副食費を保育所に支給することで、保育の完全無償化を行います。

○ 産後ケア事業　290千円　＜健康増進課＞

（母子保健事業　P138）

産後４か月までの産婦を対象に、産科医療機関での宿泊・通所サービスによる

心身のケアや育児サポートを実施し、安心して子育てできる産後支援体制の充実

を図ります。

○ 特定不妊治療費助成事業　150千円　＜健康増進課＞

（母子保健事業　P138）

　令和４年度から保険適用されますが、治療が令和３年度から４年度にかかる方に

ついて、国の経過措置制度に準じて助成します。

○ 産婦健診事業　　339千円　＜健康増進課＞

（母子健診事業　P138）

産後うつの予防、新生児虐待の未然防止に向け、産後

２週間・１か月に産婦健診を実施し、産後初期段階の母子

に対する支援の強化を図ります。

○ 子育て世代包括支援センター事業　150千円 　＜健康増進課＞

（子育て世代包括支援センター事業　P139）

妊娠・出産・子育てに関するワンストップ相談窓口として、妊産婦や乳幼児等の

実情を把握し、関係機関と連携しながら切れ目のない支援を行います。

○ 周産期医療支援事業　　777千円　＜健康増進課＞

（救急医療体制事業　P140）

本町及び近隣市町に分娩を取り扱う民間病院又は医院が少ないことから、

柳井圏域の分娩機関（総合病院）における産科医の確保支援等を行い、町民が

安心して妊娠・出産に向けた環境を整備します。

○ 認知症施策推進事業　2,809千円　＜介護保険課＞

（認知症施策推進事業　介護保険事業特別会計P111）

認知症についての普及啓発の実施、認知症初期集中支援チーム、認知症地域支

援推進員の設置、認知症カフェの運営支援を行い、地域における支援体制の構築と

地域ケアの向上を図ります。
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○ 防災行政無線再整備事業　　　　　 9,680千円　＜政策企画課＞

（防災行政無線施設管理事業費　P60）

安定的に防災行政無線を運用していくため、各設備を計画的に更新していきます。

○ 消防団員用ヘッドライト配備事業　１,998千円　＜総務課＞

（消防団活動事業　P216）

消防団活動における団員の安全性向上を図るため消防団装備の拡充を図ります。

○ 高潮ハザードマップ整備事業　　 13,336千円　＜総務課＞

（災害対策事業費　P219）

高潮対策等に対する避難体制の充実・強化を図るため、高潮ハザードマップを

作成し町民に周知を図ります。

○ 海岸保全施設整備事業　70,900千円　＜水産課：R4施設整備課＞

（海岸保全整備事業　P188）

　漁港海岸保全区域内において、調査・点検に基づいた計画的な維持補修・改良に

よって施設の延命化を図り防災機能を維持するとともに、離岸堤の設置や護岸の

整備等を行い、沿岸域住民の生命・財産を守り、国土を保全します。

〇 耐震性貯水槽整備事業　32,000千円　＜総務課＞

(消防施設整備事業  P218)

地域の防火体制を強化するため、計画的な防火水利の充足に努めます。

○ 木造住宅耐震調査・耐震改修補助事業　3,307千円　＜総務課＞

(災害対策事業費  P219)

民間木造住宅の耐震調査を実施するとともに、耐震改修を行う個人に補助を行い

ます。

○ 自主防災組織等防災訓練補助金　　　　1,200千円　＜総務課＞

(災害対策事業費  P219)

自主防災組織等が訓練を実施した場合、その経費の一部を助成します。

○ 自主防災組織防災資機材整備補助金　　1,500千円　＜総務課＞

(災害対策事業費  P219)

自主防災組織の防災訓練を促すとともに、自主防災組織が

必要な防災資機材の購入費を助成し、実効性のある自主防災

組織の育成を支援します。

　防災・消防・救急

≪　新　規　≫

≪　継　続　≫
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○ 防犯カメラ設置事業　2,376千円　＜総務課・商工観光課＞
（交通安全対策事業　P94）

（ながうらスポーツ滞在型施設管理運営経費　P195）

（総合交流ターミナル管理運営経費　P198）

　犯罪・事故防止のため公共の場所に防犯カメラを設置します。

○ 柳井地区広域消費生活センター設置事業　1,117千円　＜商工観光課＞

（消費者行政事業　P191）

　消費者に関する様々な問題等に対応するため、柳井圏域１市４町で、専門の相談

員が常駐する広域的な相談窓口を設置します。

　交通安全・防犯

≪　継　続　≫

≪　新　規　≫
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事　業　名　称
事業費

(充当額)
備　考

行政一般管理経費（新型コロナウイルス対策） 880 行政手続きの簡素化の推進

総合支所経費（新型コロナウイルス対策） 8,362 対策消耗品、証明書交付機の導入

賦課徴収事務費（新型コロナウイルス対策） 59 対策消耗品

たちばなケアプラザ管理経費（新型コロナウイルス対策） 20 対策消耗品

保健総務一般経費（新型コロナウイルス対策） 1,373 対策消耗品

環境衛生一般経費（新型コロナウイルス対策） 759 対策消耗品

施設維持管理費（新型コロナウイルス対策） 30 対策消耗品

有害鳥獣捕獲事業（新型コロナウイルス対策） 10 対策消耗品

地域経済活性化支援事業（新型コロナウイルス対策） 10,000 事業拡大支援事業補助金

公共施設管理維持体制強化事業（新型コロナウイルス対策） 354 対策消耗品

教育総務一般経費（新型コロナウイルス対策） 25 対策消耗品

久賀小学校対策支援事業（新型コロナウイルス対策） 63 対策消耗品

三蒲小学校対策支援事業（新型コロナウイルス対策） 144 対策消耗品、備品購入

明新小学校対策支援事業（新型コロナウイルス対策） 61 対策消耗品

沖浦小学校対策支援事業（新型コロナウイルス対策） 20 対策消耗品

森野小学校対策支援事業（新型コロナウイルス対策） 42 対策消耗品

城山小学校対策支援事業（新型コロナウイルス対策） 30 対策消耗品

島中小学校対策支援事業（新型コロナウイルス対策） 47 対策消耗品

浮島小学校対策支援事業（新型コロナウイルス対策） 20 対策消耗品

安下庄小学校対策支援事業（新型コロナウイルス対策） 40 対策消耗品

周防大島中学校対策支援事業（新型コロナウイルス対策） 30 対策消耗品

大島中学校対策支援事業（新型コロナウイルス対策） 37 対策消耗品

中学校施設改修事業（新型コロナウイルス対策） 476 屋外手洗場設備の強化(周防大島中)

ＩＣＴ教育推進事業（新型コロナウイルス対策） 7,270 ＩＣＴ推進による対策等強化

社会教育振興経費（新型コロナウイルス対策） 885 対策消耗品、備品購入

学校給食センター管理運営業務（新型コロナウイルス対策） 100 対策消耗品

　　令和4年度当初予算交付金額 31,137 

　　令和4年度交付金活用上限額 193,002 

　※今後、交付金の更なる活用を検討し、令和４年度の早い時期に適切に対応していきます。

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用した事業・経費

＊再掲を含む

(単位：千円)
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Ⅷ　合併関連事業

国 庫
補 助 金

県 補 助 金
合 併
特 例 債

そ の 他
財 源

一 般 財 源

支 所 ・ 出 張 所
機 能 整 備 事 業

946 800 146

沖家室アウトド ア
フィールド整備事業

168,032 67,000 95,900 5,132
やまぐち元気生活圏
活力創出事業補助金

地 家 室 園 地
整 備 事 業

274,897 115,883 151,000 8,014
自然環境整備
交付金

観光施設改修事 業 30,998 29,400 1,598

道 路 改 良 事 業 73,450 36,619 34,900 1,931
社会資本整備
総合交付金

学 校 施 設
改 修 整 備 事 業

56,620 53,700 2,920

公 共 施 設 下 水 道
接 続 整 備 事 業

26,040 24,600 1,440

合　　　　計 630,983 36,619 182,883 390,300 0 21,181

　合併関連財政支援の状況

（単位：千円）
財源内訳

（単位：千円）
合 併 市 町 村
国 庫 補 助 金

県広域市町村合併
支 援 特 別 交 付 金

合 併 特 例 債

補助・起債限度額 330,000 400,000 12,074,500

平成１６年度 147,165

平成１７年度 142,277 54,193 107,100

平成１８年度 40,558 142,649 1,308,000

平成１９年度 114,500 1,042,600

平成２０年度 26,000 223,600

平成２１年度 51,900 609,400

平成２２年度 3,700 565,000

平成２３年度 7,058 79,700

平成２４年度 277,700

平成２５年度 103,000

平成２６年度 428,900

平成２７年度 297,400

平成２８年度 192,700

平成２９年度 465,000

平成３０年度 705,000

令和元年度 804,000

令和２年度 188,400

令和３年度 206,100

令和４年度 390,300

合計 330,000 400,000 7,993,900

差し引き残額 0 0 4,080,600

事業名 事業費 備考
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Ⅸ　再編交付金関連事業

再編交付金
そ の 他
財 源

一 般 財 源

ち び っ 子 医 療 費
助 成 事 業

16,762 16,762
ちびっ子医療費助成事
業基金

福 祉 医 療 費
一 部 負 担 金
助 成 事 業

10,746 10,746
福祉医療費一部負担金
助成事業基金

観 光 振 興 事 業
（産業・文化イベント等）

5,430 5,430

観 光 振 興 事 業
（スポーツイベント）

6,499 6,499

外 国 語 活 動
推 進 事 業

8,158 8,158
外国語活動推進事業基
金

合　　　　計 47,595 0 47,595 0

※再編交付金は令和3年度末で終了したが、既に造成している基金事業は継続実施する。

※新設交付金は未確定につき、令和4年度当初予算には反映していない。

（単位：千円）
財源内訳

事業名 事業費 備考

観光振興事業助成基金
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（単位：千円）

まち・ひと・しご
と 創 生 基 金

そ の 他
財 源

一 般 財 源

婚 活 サ ポ ー ト 事 業 104 103 1

大学等連携地域活性化事業補助金 600 600

元 気 生 活 圏 補 助 金 700 700

定 住 促 進 住 宅 建 設 事 業 120,598 10,000 90,200 20,398

地 域 づ く り 活 動 支 援 補 助 金 1,400 1,400

歯 周 疾 患 検 診 308 307 1

ちょび塩メニュープロジェクト 160 159 1

周 産 期 医 療 支 援 事 業 補 助 金 228 227 1

産 科 医 確 保 支 援 事 業 補 助 金 330 330

周産期医師確保支援事業補助金 218 218

お た ふ く か ぜ 予 防 接 種 150 150

タイベックマルチ・排水対策事業補助金 300 300

ゆめほっぺ比率向上対策事業補助金 900 900

種 苗 放 流 育 成 事 業 補 助 金 11,826 11,826

広 島 送 客 誘 発 型 広 報 事 業 1,913 1,912 1

自主防災組織等防災訓練補助金 1,200 1,200

自主防災組織防災資機材整備補助金 1,500 1,500

語 学 留 学 生 派 遣 事 業 7,364 4,650 2,100 614

英 語 検 定 受 検 支 援 事 業 863 862 1

英 語 教 育 推 進 事 業 補 助 金 712 712

合　　　　計 151,374 38,056 92,300 21,018

Ⅹ　まち・ひと・しごと創生基金充当事業

財源内訳
事業名 事業費
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Ⅺ　ふるさと応援基金充当事業
（単位：千円）

ふ る さ と
応 援 基 金

そ の 他
財 源

一般財源

鳥獣害対策マスタープラン作成 3,706 3,706

バス交通ＩＣカード導入補助金 2,140 2,140

周防大島サイン看板等維持管理経費 1,030 1,030

教育振興 Wｉ-Fｉ環境整備(公共施設3ヶ所) 681 681

生活環境 空 家 等 実 態 調 査 7,700 3,850 3,850

防 犯 カ メ ラ 設 置 ( 交 通 ) 1,485 1,485

防 犯 カ メ ラ 設 置 ( 施 設 ) 891 891

消 防 団 ヘ ッ ド ラ イ ト 配 備 1,998 1,998

19,631 15,781 3,850 0

財源内訳

合　　　　計

分類 事業名 事業費

産業振興

防災・
安全対策
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参考資料　町財政の推移
2年度までは決算額、3年度は最終予算見込額、4年度は予算額

14,589

14,458

15,976

14,659

13,880

12,500

13,000

13,500

14,000

14,500

15,000

15,500

16,000

16,500

百万円

30 元 2 3 4

年度

①　一般会計歳出額の推移

歳出額

1,344

1,337

1,309

1,258
1,268

1,200

1,220

1,240

1,260

1,280

1,300

1,320

1,340

1,360
百万円

30 元 2 3 4
年度

②　町税収入の推移

税収

6,832 6,950 6,870
7,131

6,700

846
796 846

610

650

336 241 241 290

107

5,500

6,000

6,500

7,000

7,500

8,000

8,500

百万円

30 元 2 3 4
年度

③　広義の地方交付税の推移
臨時財政対策債

特別交付税

普通交付税
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16,452

16,538

16,031

15,706

15,382

1,554 1,834 1,747 1,414 1,380

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

百万円

30 元 2 3 4

年度

④　一般会計町債発行額・町債残高の推移 町債残高

町債発行額

5,790 5,900 6,104 6,375 5,912

658 659 532 612
612

1,660
2,152 2,152

2,178
2,060

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000
百万円

30 元 2 3 4

年度

⑤　基金残高の推移 その他基金

減債基金

財政調整基金

96.3 97.1 96.3 95.7 98.8 

11.4 11.7 12.0 11.9 11.7 

17.8 17.2 17.6 16.4 17.6 
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⑥　財政指数の推移

経常収支

比率

実質公債

費比率

財政力指

数

将来負担

比率
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1,447 1,518
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⑧　投資的経費の推移 災害復旧事業

普通建設事業

1,727 1,702 1,745 1,746 1,720

1,696 1,671 1,605 1,817 1,711
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⑦　義務的経費の推移 公債費

扶助費

人件費

2,652 2,664

5,090
3,966

3,177

1,878 1,901
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⑨　その他経費の推移 その他

繰出金

補助費等
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